












要約:少子化、施設内、特に病院・診療所における出産が大部分を占める現在、出生証明

書の作成者も、医師と助産婦が分娩の立ち会った場合、時間の長短、直接ケアの実施者の

如何を問わず医師が行うことになっており、助産婦の活動は統計にも表われなくなってし

まっている。本分担研究の第 2 年度から新たに研究協力者としてグループに参加し、<リ

サーチ・クェスチョン〉の 4新しい助産婦の役割モデルについてを担当することとなった。

わが国の看護職中最も早く制度化され、本来生理的な妊娠、出産前後のケアの提供者とし

て母子保健の向上に貢献してきた助産婦が、この変化の著しい時代の要請に対応してモデ

ル的活動を展開している状況について、本年は先ず全国規模での把握をめざした。

各県協会助産婦職能委員長に紹介を依頼し、全国 47 都道府県から l13 例の事例のデータ

を収集することが出来たので、これを集計(表 1)分析し、

①助産婦による妊娠中から分娩の介助、産褥期、新生児期を通じての一貫した受持制のプ

ライマリー助産、

②施設内助産婦活動と地域母子保健活動との活発な連携、

③助産婦のグループによる助産所を拠点とする活動等の先駆的な活動例をはじめとして、

④助産婦外来、

⑤保健指導、

⑥家族(夫を含む)立会い分娩、

⑦アクティブバース、

⑧乳房管理、

⑨施設助産婦による家庭訪問指導、

⑩妊産婦スポーツ、

⑪性教育指導等、およびそれらの各種の組合せによる多彩な活動例を確認できた。

今後活動事例の発展の方向性と課題の検討を通じ、助産婦活動の発展を促す方策を挙げる

と共に、本研究に協力した各県、各施設へのフィードバックおよび全国の助産婦への紹介

を行って、啓蒙に役立てたい。なお、平成 5年度がこの呼び掛けの初年度であったため、

モデルケースの追加の申し出があり、事例数の増加も見込まれる。


